
重要な会計方針

1. 有価証券の評価の方法
移動平均法による原価法によっております。

2. たな卸資産の評価の方法
ステンレス及びはがね部門の製品、原材料、仕掛品は後入先出法による原価法、その他たな卸資産については先入先出法による
原価法によっております。

3. 有形固定資産の減価償却の方法
建物及び機械装置については定額法、その他の有形固定資産は定率法であります。

4. 引当金の計上の方法
(1) 貸倒引当金については、金銭債権の貸倒による損失に備えるため、税法規定に基づく繰入限度相当額（法定繰入率）を計上して
おります。
(2) 賞与引当金については、従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額により計上しております。
(3) 退職給与引当金については、従業員の退職により支給する退職給与に充てるため、自己都合による期末退職金要支給額の４０％
相当額を計上しております。

5. リース取引の処理の方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっております。

6. 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

注記事項
平成12年３月期 平成11年３月期

１．有形固定資産の減価償却累計額 13,166 百万円 12,717 百万円

２．保 証 債 務 1,593 百万円 1,785 百万円

３．自己株式の数 437 株 271 株

４．リース取引関係 （単位 百万円)

平 成 1 2 年 ３ 月 期 平 成 1 1 年 ３ 月 期

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引 もの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額
相当額及び期末残高相当額 相当額及び期末残高相当額

取得価額 減価償却 期末残高 取得価額 減価償却 期末残高
相当額 累計額相 相当額 相当額 累計額相 相当額

当額 当額

工具・器具 工具・器具
及 び 備 品 １０８ ４２ ６６ 及 び 備 品 ６８ ２９ ３８

そ の 他 １０ ６ ４ そ の 他 １０ ４ ６

合 計 １１８ ４８ ７０ 合 計 ７８ ３３ ４４

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高
が有形固定資産の期末残高等に占める割合が が有形固定資産の期末残高等に占める割合が
低いため、支払利子込み法により算定してお 低いため、支払利子込み法により算定してお
ります。 ります。

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額

一 年 内 ２１ 一 年 内 １４
一 年 超 ４９ 一 年 超 ３０

合 計 ７０ 合 計 ４４

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ
ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に
占める割合が低いため、支払利子込み法により 占める割合が低いため、支払利子込み法により
算定しております。 算定しております。

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料 １７ 支 払 リ ー ス 料 １３
減価償却費相当額 １７ 減価償却費相当額 １３

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価格を零と リース期間を耐用年数とし、残存価格を零と
する定額法によっております。 する定額法によっております。


